
世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

30平方メートル以内のもの 5,600

30平方メートルを超え、100平方メートル以内のもの 9,400

100平方メートルを超え、200平方メートル以内のもの 14,000

200平方メートルを超え、500平方メートル以内のもの 19,000

500平方メートルを超え、1,000平方メートル以内のもの 35,000

1,000平方メートルを超え、2,000平方メートル以内のもの 49,000

2,000平方メートルを超え、10,000平方メートル以内のもの 146,000

10,000平方メートルを超え、50,000平方メートル以内のもの 249,000

50,000平方メートルを超えるもの 474,000

30平方メートル以内のもの 11,000

30平方メートルを超え、100平方メートル以内のもの 12,000

100平方メートルを超え、200平方メートル以内のもの 16,000

200平方メートルを超え、500平方メートル以内のもの 23,000

500平方メートルを超え、1,000平方メートル以内のもの 37,000

1,000平方メートルを超え、2,000平方メートル以内のもの 52,000

2,000平方メートルを超え、10,000平方メートル以内のもの 124,000

10,000平方メートルを超え、50,000平方メートル以内のもの 199,000

50,000平方メートルを超えるもの 396,000

イ　昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）

ロ　小荷物専用昇降機

9,600

13,000

13,000

5,400

イ　昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）

9,600

4,300

イ及びロ以外の建築設備

9,600

4,300確認を受けた工作物の計画の変更をして工作物を築造する場合に関する確認申請手数料

イ及びロ以外の建築設備

5,400

3,300

建築基準法第88条第１項又は第２項にお
いて準用する同法第７条第４項の規定に基
づく工作物に関する完了検査の申請に対
する審査

工作物の築造に関する完了検査申請手数料

8,500

8,600

建築基準法（昭和25年法律第201号）第６
条第４項（同法第87条第１項において準用
する場合を含む。）の規定に基づく建築物
に関する確認の申請に対する審査

確認申請手数料

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

建築基準法第７条第４項の規定に基づく昇
降機（同法第87条の２に規定するものに限
る。）に関する完了検査又は同法第87条の
２において準用する同法第７条第４項の規
定に基づく建築設備に関する完了検査（91
の項に掲げる場合を除く。）の申請に対す
る審査

建築設備の設置に関する完了
検査申請手数料

建築基準法第88条第１項又は第２項にお
いて準用する同法第６条第４項の規定に基
づく工作物に関する確認（確認を受けた工
作物の計画の変更をして工作物を築造す
る場合に係るものに限る。）の申請に対す
る審査

建築基準法第７条第４項の規定に基づく建
築物に関する完了検査（90の項に掲げる
場合を除く。）の申請に対する審査

完了検査申請手数料

建築基準法第88条第１項又は第２項にお
いて準用する同法第６条第４項の規定に基
づく工作物に関する確認（工作物を築造す
る場合（次項に掲げる場合を除く。）に係る
ものに限る。）の申請に対する審査

建築基準法第６条第４項の規定に基づく昇
降機（同法第87条の２に規定するものに限
る。）に関する確認又は同法第87条の２に
おいて準用する同法第６条第４項の規定に
基づく建築設備に関する確認（建築設備を
設置する場合（次項に掲げる場合を除く。）
に係るものに限る。）の申請に対する審査

建築基準法第６条第４項の規定に基づく昇
降機（同法第87条の２に規定するものに限
る。）に関する確認又は同法第87条の２に
おいて準用する同法第６条第４項の規定に
基づく建築設備に関する確認（確認を受け
た建築設備の計画の変更をして建築設備
を設置する場合に係るものに限る。）の申
請に対する審査

確認を受けた建築設備の計画
の変更をして建築設備を設置
する場合に関する確認申請手
数料

建築設備の設置に関する確認
申請手数料

工作物の築造に関する確認申請手数料

イ　昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）

ロ　小荷物専用昇降機

ロ　小荷物専用昇降機

イ及びロ以外の建築設備
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

30平方メートル以内のもの 9,900

30平方メートルを超え、100平方メートル以内のもの 11,000

100平方メートルを超え、200平方メートル以内のもの 15,000

200平方メートルを超え、500平方メートル以内のもの 21,000

500平方メートルを超え、1,000平方メートル以内のもの 36,000

1,000平方メートルを超え、2,000平方メートル以内のもの 49,000

2,000平方メートルを超え、10,000平方メートル以内のもの 115,000

10,000平方メートルを超え、50,000平方メートル以内のもの 186,000

50,000平方メートルを超えるもの 383,000

30平方メートル以内のもの 9,900

30平方メートルを超え、100平方メートル以内のもの 11,000

100平方メートルを超え、200平方メートル以内のもの 15,000

200平方メートルを超え、500平方メートル以内のもの 21,000

500平方メートルを超え、1,000平方メートル以内のもの 34,000

1,000平方メートルを超え、2,000平方メートル以内のもの 46,000

2,000平方メートルを超え、10,000平方メートル以内のもの 104,000

10,000平方メートルを超え、50,000平方メートル以内のもの 167,000

50,000平方メートルを超えるもの 341,000

建築基準法第43条第2項第2号の規定に基
づく建築の許可の申請に対する審査

建築物の敷地と道路との関係の建築許可申請手数料 36,000

道路内における建築認定申請手数料

建築基準法第44条第１項第４号の規定に
基づく建築の許可の申請に対する審査

公共用歩廊等の道路内における建築許可申請手数料

検査済証の交付を受ける前における国等の建築物等の仮使用認定申請手数料

建築基準法第１８条第24項第１号又は第２
号（同法第87条の２又は第88条第１項若し
くは第２項において準用する場合を含む。）
の規定に基づく仮使用の認定の申請に対
する審査

126,000

126,000

28,000

36,000

31,000

13,000

160,000

9,100

8,400

12,000

8,300

12,000

建築基準法第７条の６第１項第１号又は第
２号（同法第87条の２又は第88条第１項若
しくは第２項において準用する場合を含
む。）の規定に基づく仮使用の認定の申請
に対する審査

建築基準法第43条第2項第1号の規定に基
づく建築の認定の申請に対する審査

建築物の敷地と道路との関係の建築認定申請手数料

検査済証の交付を受ける前における建築物等の仮使用認定申請手数料

建築基準法第44条第１項第２号の規定に
基づく建築の許可の申請に対する審査

公衆便所等の道路内における建築許可申請手数料

建築基準法第44条第１項第３号の規定に
基づく建築の認定の申請に対する審査

建築基準法第88条第１項において準用す
る同法第７条の３第４項の規定に基づく工
作物に関する中間検査の申請に対する審
査

工作物に関する中間検査申請手数料

ロ　小荷物専用昇降機

イ及びロ以外の建築設備

建築基準法第７条の３第４項の規定に基づ
く昇降機（同法第87条の２に規定するもの
に限る。）に関する中間検査又は同法第87
条の２において準用する同法第７条の３第
４項の規定に基づく建築設備に関する中間
検査の申請に対する審査

建築設備に関する中間検査申
請手数料

イ　昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）

建築基準法第７条第４項の規定に基づく昇
降機（同法第87条の２に規定するものに限
る。）に関する完了検査の申請に対する審
査

中間検査を受けた昇降機に関
する完了検査申請手数料

小荷物専用昇降機

建築基準法第７条の３第４項の規定に基づ
く建築物に関する中間検査の申請に対す
る審査

建築物に関する中間検査申請
手数料

昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）

建築基準法第７条第４項の規定に基づく建
築物に関する完了検査の申請（当該申請
が同法第７条の３第１項の特定工程に係る
建築物についてされるものである場合に限
る。次項において同じ。）に対する審査

中間検査を受けた建築物の完
了検査申請手数料
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

160,000

建築基準法第52条第６項第３号の規定に
基づく建築物の容積率に関する特例の認
定の申請に対する審査

建築物の容積率の特例認定申請手数料 28,000

建築基準法第55条第３項の規定に基づく
建築物の高さに関する特例の許可の申請
に対する審査

建築物の高さの特例許可申請手数料 160,000

28,000

160,000

160,000

建築基準法第48条第１項ただし書、第２項
ただし書、第３項ただし書、第４項ただし
書、第５項ただし書、第６項ただし書、第７
項ただし書、第８項ただし書、第９項ただし
書、第10項ただし書、第11項ただし書、第
12項ただし書又は第13項ただし書（同法第
87条第２項若しくは第３項又は第88条第２
項において準用する場合を含む。）の規定
に基づく建築等の許可の申請に対する審
査

用途地域における建築等
許可申請手数料

180,000

建築基準法第47条ただし書の規定に基づ
く建築の許可の申請に対する審査

壁面線外における建築許可申請手数料

建築基準法第51条ただし書（同法第87条
第２項若しくは第３項又は第88条第２項に
おいて準用する場合を含む。）の規定に基
づく特殊建築物等の敷地の位置の許可の
申請に対する審査

特殊建築物等敷地許可申請手数料

イ
建築基準法第４８条第１６項第１号に規定する特例許可をする場合

ロ
建築基準法第４８条第１６項第２号に規定する特例許可をする場合

イ及びロ以外の建築等の許可をする場合

建築基準法第60条の３第１項の規定に基
づく建築物の高さに関する制限の適用除
外に係る許可の申請に対する審査

特定用途誘導地区内の建築物の高さに関する制限の適用除外に係る許可申請手数料 160,000

160,000

160,000

87,000

92,000

建築基準法第53条の２第１項第３号又は
第４号（同法第57条の５第３項において準
用する場合を含む。）の規定に基づく建築
物の敷地面積の制限の適用除外に係る許
可の申請に対する審査

建築物の敷地面積の制限の適用除外に係る許可申請手数料

建築基準法第59条の２第１項の規定に基
づく建築物の容積率又は各部分の高さに
関する特例の許可の申請に対する審査

敷地内に広い空地を有する建築物の容積率又は各部分の高さの特例許可申請手数料

建築基準法第58条第１項の規定による都
市計画に基づく絶対高さに係る認定手数
料

建築物の絶対高さ制限に関する特例の認定の申請手数料

建築基準法第55条第２項の規定に基づく
建築物の高さに関する特例の認定の申請
に対する審査

建築物の高さの特例認定申請手数料

建築基準法第58条第２項の規定に基づく
建築物の高さに関する特例の許可の申請
に対する審査

高度地区における建築物の高さの特例許可申請手数料

建築基準法第57条第１項の規定に基づく
建築物の高さに関する制限の適用除外に
係る認定の申請に対する審査

高架の工作物内に設ける建築物の高さに関する制限の適用除外に係る認定申請手数料

建築基準法第53条第４項又は第5項の規
定に基づく建築物の建蔽率に関する特例
の許可の申請に対する審査

建築基準法第52条第10項、第11項又は第
14項の規定に基づく建築物の容積率に関
する特例の許可の申請に対する審査

建築物の容積率の特例許可申請手数料 160,000

36,000

36,000建築物の建蔽率の特例許可申請手数料

建築基準法第53条第６項第３号の規定に
基づく建築物の建蔽率に関する制限の適
用除外に係る許可の申請に対する審査

建築物の建蔽率に関する制限の適用除外に係る許可申請手数料

建築基準法第55条第４項各号の規定に基
づく建築物の高さの許可の申請に対する
審査

建築物の高さの許可申請手数料 160,000

建築基準法第56条の２第１項ただし書の規
定に基づく建築物の高さの許可の申請に
対する審査

日影による建築物の高さの特例許可申請手数料

28,000

160,000

建築基準法第67条の３第３項第２号の規
定に基づく建築物の敷地面積に関する特
例の許可の申請に対する審査

特定防災街区整備地区内の建築物の敷地面積の特例許可申請手数料 160,000

28,000

建築基準法第58条第１項の規定による都
市計画に基づく絶対高さに係る許可手数
料

建築物の絶対高さ制限に関する特例の許可の申請手数料 160,000
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

160,000

建築基準法第67条の３第３項第２号の規
定に基づく建築物の敷地面積に関する特
例の許可の申請に対する審査

特定防災街区整備地区内の建築物の敷地面積の特例許可申請手数料 160,000

建築基準法第67条の３第５項第２号の規
定に基づく建築物の壁面の位置に関する
特例の許可の申請に対する審査

建築基準法第67条の３第９項第２号の規
定に基づく建築物の間口率及び高さ又は
建築物の部分の構造に関する特例の許可
の申請に対する審査

特定防災街区整備地区内の建築物の間口率及び高さ又は建築物の部分の構造の特例許可申請手
数料

特定防災街区整備地区内の建築物の壁面の位置の特例許可申請手数料

160,000
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

28,000

28,000

108,000

160,000

160,000

6,900

建築基準法第86条の６第２項の規定に基
づく建築物の容積率、建蔽率、外壁の後退
距離又は高さに関する制限の適用除外に
係る認定の申請に対する審査

一団地の住宅施設に関する都市計画に基づく建築物の容積率、建蔽率、外壁の後退距離又は高さ
に関する制限の適用除外に係る認定申請手数料

28,000

１の敷地とみなすこと等による
制限の緩和に係る特例の認定
又は許可の取消し申請手数料

建築基準法第86条の５第１項の規定に基
づく１の敷地とみなすこと等による制限の
緩和に係る特例の認定又は許可の取消し
の申請に対する審査

6,900円に現に存する建築物の数に13,000円を乗じて得た額を加算
した額

13,000

建築基準法第86条の２第２項又は第３項
の規定に基づく一敷地内認定建築物若しく
は一敷地内許可建築物以外の建築物の新
築又は一敷地内認定建築物若しくは一敷
地内許可建築物の増築等に関する特例の
許可の申請に対する審査

公告対象区域内の建築物の新
築又は増築等に関する特例許
可申請手数料

82,000

建築物の数が１である場合にあっては238,000円、建築物の数が２
以上である場合にあっては238,000円に１を超える建築物の数に
29,000円を乗じて得た額を加算した額

建築物の数が１である場合にあっては82,000円、建築物の数が２以
上である場合にあっては82,000円に１を超える建築物の数に29,000
円を乗じて得た額を加算した額

238,000

29,000

29,000

既存建築物を前提として総合
的見地から設計した建築物の
特例及び敷地内に広い空地を
有する建築物の容積率又は建
築物の各部分の高さに関する
特例許可申請手数料

公告対象区域内の建築物の新
築又は増築等認定申請手数料

建築基準法第86条の２第１項の規定に基
づく一敷地内認定建築物以外の建築物の
新築又は一敷地内認定建築物の増築、改
築、移転、大規模の修繕若しくは大規模の
模様替え（位置又は構造の変更を伴うもの
に限る。）の認定の申請に対する審査

建築物（既存建築物を除く。以下この項において同じ。）の数が１で
ある場合にあっては238,000円、建築物の数が２以上である場合に
あっては238,000円に１を超える建築物の数に29,000円を乗じて得た
額を加算した額

建築基準法第86条第４項の規定に基づく１
の敷地とみなすこと等による制限の緩和に
係る特例の許可の申請に対する審査

238,000

29,000

一団地内において建築等をす
る１又は２以上の構えを成す建
築物の特例及び敷地内に広い
空地を有する建築物の各部分
の高さ又は容積率に関する特
例許可申請手数料

建築物の数が１又は２である場合にあっては238,000円、建築物の
数が３以上である場合にあっては238,000円に２を超える建築物の
数に29,000円を乗じて得た額を加算した額

建築基準法第86条第３項の規定に基づく１
の敷地とみなすこと等による制限の緩和に
係る特例の許可の申請に対する審査

238,000

29,000

29,000

29,000

建築物の数が１又は２である場合にあっては82,000円、建築物の数
が３以上である場合にあっては82,000円に２を超える建築物の数に
29,000円を乗じて得た額を加算した額

一団地内において建築等をす
る１又は２以上の構えを成す建
築物の特例認定申請手数料

建築基準法第86条第２項の規定に基づく１
の敷地とみなすことによる制限の緩和に係
る特例の認定の申請に対する審査

建築基準法第68条の５の５第１項の規定に
基づく建築物の容積率又は同条第２項の
規定に基づく建築物の各部分の高さに関
する制限の適用除外に係る認定の申請に
対する審査

区域の特性に応じた高さ、配列及び形態を備えた建築物の整備を誘導する地区計画等の区域内の
建築物の容積率又は建築物の各部分の高さに関する制限の適用除外に係る認定申請手数料

建築基準法第68条の５の６の規定に基づく
建築物の建蔽率の特例の認定の申請に対
する審査

建築基準法第85条第７項の規定に基づく
仮設興行場等の建築の特例の許可の申請
に対する審査

仮設興行場等建築特例許可申請手数料 195,000

28,000

仮設興行場等建築許可申請手数料

地区計画等の区域内の建築物の建蔽率の特例認定申請手数料

建築基準法第86条第１項の規定に基づく１
の敷地とみなすことによる制限の緩和に係
る特例の認定の申請に対する審査

建築基準法第68条の７第５項の規定に基
づく建築物の容積率に関する特例の許可
の申請に対する審査

予定道路に係る建築物の容積率の特例許可申請手数料

82,000

建築物（既存建築物を除く。以下この項において同じ。）の数が１で
ある場合にあっては82,000円、建築物の数が２以上である場合に
あっては82,000円に１を超える建築物の数に29,000円を乗じて得た
額を加算した額

82,000
既存建築物を前提として総合
的見地から設計した建築物の
特例認定申請手数料

建築基準法第85条第６項の規定に基づく
仮設興行場等の建築の許可の申請に対す
る審査

建築物の容積率の最高限度を区域の特性に応じたものと公共施設の整備の状況に応じたものとに
区分して定める地区計画等の区域内の建築物の容積率に関する制限の適用除外に係る認定申請
手数料

建築基準法第68条の４の規定に基づく建
築物の容積率に関する制限の適用除外に
係る認定の申請に対する審査

建築基準法第68条の５の３第２項の規定に
基づく建築物の各部分の高さに関する制
限の適用除外に係る許可の申請に対する
審査

高度利用と都市機能の更新とを図る地区計画等の区域内の建築物の各部分の高さに関する制限の
適用除外に係る許可申請手数料
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

16,700

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

27,100

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

80,400

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

128,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

161,000

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 201,000

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

110,700

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

145,700

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

235,700

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

309,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

371,000

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 435,000

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

284,400

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

367,100

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

523,700

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

646,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

763,000

１）非住宅部分（建築物省エネ
法第１１条第1項に規定する非
住宅部分をいう。以下この表に
おいて 同じ。）の用途が工場等
（工場、危険物の貯蔵又は処
理に供するもの、水産物の増
殖場又は養殖場、倉庫、卸売
市場、火葬場又はと畜場、汚物
処理場、ごみ焼却場その他の
処理施設をいう。以下この表に
おいて同じ。）のみである建築
物の当該非住宅部分適合性判
定手数料

１）以外の非住宅部分
（１）モデル建物法による場合
の適合性判定手数料

１）以外の非住宅部分
（２）標準入力法等による場合
の適合性判定手数料

建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（平成27年法律第53号。以下「建
築物省エネ法」と　いう。）第12条第１項及
び第13条第２項の規定に基づく建築物エネ
ルギー消費性能適合性判定

建築基準法第86条の８第３項の規定に基
づく既存の１の建築物について２以上の工
事に分けて工事を行う場合の認定を受け
た全体計画の変更に係る認定の申請に対
する審査

既存の１の建築物について２以上の工事に分けて工事を行う場合の認定を受けた全体計画の変更
に係る認定申請手数料

マンション建替え等の円滑化に関する法律
（平成14年法律第78号）第105条第１項の
規定に基づく建築物の容積率に関する特
例の許可の申請に対する審査

要除却認定マンションの建替えにより新たに建築されるマンションの容積率の特例許可申請手数料

建築基準法第87条の２第１項の規定に基
づく既存の１の建築物について２以上の工
事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場
合の当該２以上の工事の全体計画に関す
る認定の申請に対する審査

建築基準法第87条の２第２項において準
用する同法第８６条の８第３項の規定によ
る既存の１の建築物について２以上の工事
に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合
の認定を受けた全体計画の変更に係る認
定の申請に対する審査

28,000

建築基準法施行令第137条の16第2号の
規定に基づく建築物の移転の認定の申請
に対する審査

建築物の移転認定申請手数料 28,000

160,000

建築基準法第86条の８第１項の規定に基
づく既存の１の建築物について２以上の工
事に分けて工事を行う場合の当該２以上
の工事の全体計画に関する認定の申請に
対する審査

既存の１の建築物について２以上の工事に分けて工事を行う場合の当該２以上の工事の全体計画
に関する認定申請手数料

28,000

既存の１の建築物について２以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の認定を受けた
全体計画の変更に係る認定申請手数料

建築物の用途を変更して一時的に興行場等として使用する場合の使用許可申請手数料

建築物の用途を変更して一時的に特別興行場等として使用する場合の使用許可申請手数料

長期優良住宅の普及の促進に関する法律
（平成20年法律第87号）第1８条第１項の規
定に基づく建築物の容積率に関する特例
の許可の申請に対する審査

長期優良住宅建築等計画の認定を受けた住宅の容積率の特例許可申請手数料 160,000

28,000

28,000

108,000

195,000

建築基準法第８７条の３第６項の規定に基
づく建築物の用途を変更して一時的に興行
場等として使用する場合の許可の申請に
対する審査

建築基準法第８７条の３第７項の規定に基
づく建築物の用途を変更して一時的に特別
興行場等として使用する場合の許可の申
請に対する審査

既存の１の建築物について２以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の当該２以上の
工事の全体計画に関する認定申請手数料
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世田谷区建築確認申請等手数料額一覧 令和5年4月1日改正

審 査 内 容 名　称　等 手数料額(円)

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 871,000

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

11,800

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

19,100

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

56,400

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

90,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

113,000

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 141,000

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

77,600

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

102,100

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

165,100

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

216,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

260,000

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 305,000

当該部分の床面積の合計が300平方メートル以上1,000平方メート
ル未満のもの

199,200

当該部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メート
ル未満のもの

257,100

当該部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上5,000平方メート
ル未満のもの

366,700

当該部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方メー
トル未満のもの

453,000

当該部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方
メートル未満のもの

535,000

当該部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上のもの 610,000

１）以外の非住宅部分
（２）標準入力法等による場合
の適合性判定手数料

建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（平成27年法律第53号。以下「建
築物省エネ法」と　いう。）第12条第１項及
び第13条第２項の規定に基づく建築物エネ
ルギー消費性能適合性判定

建築物省エネ法第12条第２項及び第13条
第３項の規定に基づく建築物エネルギー消
費性能確保計画の変更に係る建築物エネ
ルギー消費性能適合性判定及び施行規則
（平成28年国土交通省令第５号）第11条の
規定に基づく建築物エネルギー消費性能
確保計画の変更が軽微な変更に該当して
いることを証する書面の交付

１）非住宅部分の用途が工場
等のみの建築物の当該非住宅
部分適合性判定変更手数料及
び軽微な変更に該当しているこ
とを証する書面の交付手数料

１）以外の非住宅部分
（１）モデル建物法による場合
の適合性判定変更手数料及び
軽微な変更に該当していること
を証する書面の交付手数料

１）以外の非住宅部分
（２）標準入力法等による場合
の適合性判定変更手数料及び
軽微な変更に該当していること
を証する書面の交付手数料
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